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新潟大学における研究費等の不正防止計画 

 

平成２０年 ９月２４日 策定 

平成２７年 １月 １日 改正 

平成２８年 ３月２４日 改正 

平成２９年 ３月２１日 改正 

平成２９年 ３月３１日 改正 

平成３０年 ３月 ２日 改正 

平成３１年 １月２５日 改正 

令和 ４年 ３月１０日 改正 

令和 ５年 ５月１５日 改正 

 

財務担当コンプライアンス責任者（財務担当理事） 

 

本計画は，本学における研究費等の不正使用を未然に防止し，適正な研究費等の管理・運

営を行うため，「新潟大学の研究費等の管理・運営に関する基本方針（以下，「基本方針」と

いう。）第１７に基づき策定したものである。 

第１節に，本学の把握する不正発生要因とそれに対応する防止計画を掲げる。基本方針第

１７の４に規定される不正防止計画を推進する部署（以下，「不正防止計画推進部署」とい

う。）はそれぞれの計画について必要に応じて手順等を別に定め，その確実な実施を図るも

のとする。 

本計画は，策定時点において当面取組むべき措置を掲げたものであるが，第２節に基づき，

適宜，見直しを行うものとする。 

 

第１節 不正発生要因と防止計画 

不正発生の要因 防止計画 

①会計ルールの理解不足 ・会計ルールを分かりやすく説明した「会

計ハンドブック」により，研究費等の管理・

運営における留意点を明示し，適宜の見直

しを通じてその実効性を高める。 

・研究費等の適正使用に関するコンプライ

アンス教育及び啓発活動を定期的に行うこ

とにより，職員のルールの理解度・意識向

上を図る。 

 

不正発生の要因 防止計画 
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②研究費等の管理・運営に関わる者が負う

べき責任やルールの遵守に対する意識が希

薄 

・研究費等の管理・運営に関わる職員から，

会計ルールを遵守することへの誓約を求め

る。 

 

不正発生の要因 防止計画 

③ルールと運用の乖離による，ルールに基

づかない手続きの常態化 

・会計書類をサンプル抽出して書面監査を

行うことにより，ルールと運用の乖離状況

とその常態化がないか点検し，必要に応じ

て是正改善またはルールの見直しを行う。 

・事務職員と教員による，会計ルールや運

用に関する意見交換を行い，必要に応じて

規程や運用の見直しを行う。 

・取引業者からヒアリングを行い，本学に

おける標準的な会計処理と異なる取引形態

の有無等を把握し，必要に応じて規程や運

用の見直しを行う。 

・ルールに基づかない手続事例について，

情報を集約・周知することにより注意喚起

を図る。 

 

不正発生の要因 防止計画 

④事務分掌や決裁権限が実態と乖離し，責

任の所在が不明確 

・会計職務に関する権限と責任を明確に

し，これを教員向け，事務向けの各種マニ

ュアルに明示し，周知する。 

 

不正発生の要因 防止計画 

⑤検収業務の不徹底と形骸化 ・「検収業務マニュアル」により，検収の意

義，検収体制，検収の具体的方法を明示し，

適宜の見直しを通じてその実効性を高め

る。 

 

不正発生の要因 防止計画 

⑥研究者と取引業者との癒着 ・一定の取引がある取引業者に対して誓約

書の提出を求め，不正行為に協力しないこ

とを誓約させる。 

・取引業者に対して，預け金や品替えなど



機１ 
 
 

 3 / 5 
 

の行為が不正であることを周知する。 

・内部監査において，特定の業者に取引が

偏っているとみられる研究課題を抽出し，

特定品目多頻度取引の状況がないか確認を

行い，必要に応じて業者の売上帳簿照査を

実施し，牽制を行う。 

 

不正発生の要因 防止計画 

⑦旅行実態の確認が不十分 ・旅行実態の検証を可能とするため，用務

内容，訪問先，宿泊先，面談者等の記載事項

を含む旅行報告書の提出を出張とそれに伴

う旅費支給の原則とし，カラ出張や旅費の

不正受給を防止する。 

・内部監査において，出張者へのヒアリン

グを行い，出張の概要説明，必要に応じて

追加資料の提出を求め，旅行報告と旅行実

態の整合性に関する確認を行う。 

 

不正発生の要因 防止計画 

⑧謝金業務に関する取扱ルールの形骸化 ・「謝金業務に関する支出手続マニュアル」

により，謝金業務の範囲，手続き，必要書類

等を明示し，適宜の見直しを通じてその実

効性を高める。 

・業務の内容及び実施時間の報告の方法等

を，臨時業務実施報告書の様式に留意事項

として添付し，謝金業務従事者に的確に周

知することにより，謝金支給事務の適正性

を確保する。 

 

不正発生の要因 防止計画 

⑨事務部門による非常勤雇用者の雇用管理

の不徹底とそれに起因する労働条件と勤務

実態の不整合 

・非常勤職員の勤務管理については，事務

部門が，労働条件通知書の記載事項を把握

し，定期的に，出勤簿・勤務内容の確認等を

行う。 

・非常勤職員毎に雇用目的，雇用財源等を

一覧にしたリストを作成するなどの方法に
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より，実施業務との整合性を確認する。 

・内部監査において，競争的資金で雇用さ

れている非常勤雇用者への勤務実態に関す

るヒアリングを実施し，雇用目的及び雇用

財源との整合性を検証する。 

 

不正発生の要因 防止計画 

⑩研究計画と予算の執行の不整合や計画性

のない予算執行 

・部局責任者及び事務部門は，予算の執行

状況について定期的なモニタリングを実施

し，適正かつ計画的な予算執行を促す。 

 

不正発生の要因 防止計画 

⑪備品や固定資産等の管理が不十分 ・少額等資産基準額を下回る，小型デジタ

ル製品は，少額等資産に準じた管理を行い，

転売や私的流用を防止する。 

・不用となった物品の処分方法を「会計ハ

ンドブック」に明記し，無断で処分，転売す

るなどの行為が不正であることについて注

意喚起を行う。 

 

不正発生の要因 防止計画 

⑫現金等価物（金券）の管理方法が不明確 ・切手や図書カード，プリペイドカード等

について，たな卸資産・前払等それぞれの

ルールに基づいて受払簿や差引簿による管

理を徹底し，転売や私的流用，その他不適

切な取扱いを防止する。 

 

不正発生の要因 防止計画 

⑬不正防止計画の浸透が不十分 ・不正防止計画の実施に関する部局等の責

任の所在を明確化し，当事者意識の涵養を

図り，コンプライアンス規則に基づく実施

体制を構築する。 

 

第２節 不正防止計画の見直し 

内部監査と日常の取引に対するチェックを実施し，その結果得られた情報の集約・分析を

通じて，本計画の見直しの必要性を検討する。 
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１．内部監査の実施 

（１）不正発生要因の把握 

不正防止計画推進部署は，本計画の実施状況，有効性，効率性を検証し，かつ，不正の疑

われる事項，本計画の未実施及び本計画において把握されていない不正発生要因の有無等

を把握する。 

 

（２）新潟大学内部監査規程に基づく内部監査 

監査室は，不正防止計画推進部署から不正発生要因等の情報を入手したうえで，監査計画

を適正に立案し，その重点項目について監査を実施する。 

 

２．日常の取引に対するモニタリングの実施 

各部局は，日常の取引において，ルールに基づかない会計処理や通常想定されない例外処

理が発生していたことを把握した場合には，原因を調査し，是正措置を講じたうえで，再発

防止策を策定し，所定の様式により，一連の経緯を不正防止計画推進部署に報告する。 

 

３．情報の集約・分析と不正防止計画の見直し 

 不正防止計画推進部署は，内部監査や日常の取引に対するモニタリング等により把握し

た情報を集約・分析し，その結果を踏まえ，監事及び監査室に対し必要な情報を提供すると

ともに，本計画の見直しの必要性について監事と意見交換を行う。 


